
大阪府中山間地域等直接支払交付金等交付要綱
 　

　 制定  　　平成13年３月１日
最終改正　令和３年８月12日

（趣旨）
第１条　府は、中山間地域等における耕作放棄の発生を防止し、多面的機能を確保するため、中山間地域等直接支払交付金の交付及び同推進交付金事業に要する経費に対し、予算の定めるところにより、市町村に対し、交付金を交付するものとし、その交付については、中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第38号農林水産事務次官依命通知　以下「交付金実施要領」という。）、中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第74号農林水産省構造改善局長通知　以下「交付金実施要領運用」という。）、中山間地域等直接支払交付金交付要綱（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第392号農林水産事務次官依命通知）、日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成28年４月１日付け27農振第2218号農林水産事務次官依命通知　以下「推進交付金実施要綱」という。）、日本型直接支払推進交付金実施要領（平成28年４月１日付け27生産第2855号農林水産省生産局長通知、平成28年４月１日付け27農振第2219号農村振興局通知）、日本型直払推進交付金交付要綱（平成28年４月１日付け27農振第2222号農林水産事務次官依命通知）、大阪府補助金交付規則（昭和45年大阪府規則第85号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（交付金の対象及び交付率）
第２条　交付金を交付する事業、交付対象経費及び交付率は、別表１のとおりとする。
（交付金の使用方法）
第３条　交付金の使用方法については、交付金実施要領及び交付金実施要領運用に定めるもののほか、別表２のとおりとする。

　　　
（交付金の交付申請）
第４条　規則第４条第１項の申請は、中山間地域等直接支払交付金等交付申請書（様式第１号）を知　事に提出することにより行わねばならない。
２　前項の中山間地域等直接支払交付金等交付申請書は、知事が別に定める期日までに提出しなけれ　ばならない。
（経費配分の軽微な変更等）
第５条　規則第６条第１項第１号及び第２号の知事の定める軽微な変更は、別表のとおりとする。
２　規則第６条第１項第１号又は第２号に規定する知事の承認を受けようとする者は、中山間地域等　直接支払交付金等変更承認申請書（様式第２号）を知事に提出しなければならない。
３　規則第６条第１項第３号に規定する知事の承認を受けようとする者は、中山間地域等直接支払交　付金等事業中止（廃止）承認申請書（様式第３号）を知事に提出しなければならない。
（規則第６条第２項の規定による条件）
第６条　規則第６条第２項の規定により付する条件は、次に掲げる条件とする。
 (1)  別表の事業の欄に掲げる１及び２の経費の相互間においては、当該経費の流用をしてはならな　　い。
 (2)  補助事業者は、当該交付金事業の施行に関する経理を明らかにした帳簿及び書類を整備し、　　当該事業が完了した翌年度から起算して10年間これを保管しなければならない。
（交付金交付の申請の取下げ）
第７条　交付金の交付を申請した者は、規則第７条の規定による通知を受け取った日から起算して
　15日以内に限り当該申請を取下げることができる。
２　前項の規定による取り下げがあったときは、当該申請にかかる交付金の交付の決定は、なかったものとみなす。
（状況報告）
第８条　規則第10条の規定による報告は、交付金の交付のあった年度の12月31日現在における中山間地域等直接支払交付金等事業遂行状況報告書（様式第４号）を当該年度の1月20日までに知事に提出することにより行わなければならない。
（実績報告）
第９条　規則第12条の規定による報告は、中山間地域等直接支払交付金等事業実績報告書（様式第　５号）を交付金事業の完了した日の翌日から起算して30日以内に（同条後段に規定する場合にあっては、当該会計年度の翌年度の４月20日までに）知事に提出することにより行わなければならない。
（交付金の交付）
第10条　知事は、規則第13条の規定による交付金の額の確定の後、当該交付金を交付する。
（財産の処分の制限）
第11条　規則第19条第４号及び第５号の知事が定める財産は、１件の取得価格が50万円以上の機　械及び器具とする。
２　規則第19条ただし書の知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40　年大蔵省令第15号）又は国の例による。
附　則
　　　この要綱は、平成13年３月１日から施行し、平成12年度事業から適用する。
附　則
　　　この要綱は、平成16年４月１日から施行し、平成16年度事業から適用する。

附　則
　　　この要綱は、平成20年６月16日から施行し、平成20年度事業から適用する。
附　則
　　　この要綱は、平成21年６月10日から施行し、平成21年度事業から適用する。
附　則
　　　この要綱は、令和３年８月12日から施行し、令和３年度事業から適用する。
別表１（第２条、第５条及び第６条関係）

	事　業


	経　 費　 の　 内　 容


	交 付 率 等


	軽微な変更

	
	
	
	経費の配分の変更
	事業内容の変更
	備考

	
	
	
	次に掲げる以外の変更
	次に掲げる以外の変更
	

	 １中山間地域等直接支払交付金


	  交付金実施要領第６により、市町村が集落協定及び個別協定に基づいて交付金を交付するのに要する経費
　ただし、交付金実施要領第６の３の（１）による農業者等への交付額の算定において、ほ場整備済みの農用地は交付金の対象としない。なお、本対策の実施後にほ場整備した場合にあっては、本対策を継続実施している場合はこの限りではない。
	  通常基準

  交付金実施要領第６の３の(2)に規定する国の交付金による交付単価の３／２以内。
　
	
	　交付金の増減


	１と２の経費の相互間の流用をしてはならない。


	 ２中山間地域等直接支払  推進交付金


	  推進交付金実施要綱別紙２の第２の規定に基づいて市町村が行う事業に要する経費

	  定額


	
	　交付金の20%以内の増減


	


別表２（第３条関係）
	右の欄に掲げる経費については本交付金を使用することはできない。
	(1)原則、他の補助事業の地元負担金への充当
(2)地域活動への日当。ただし、活動組織の構成員が事前準備や活動時に指導的役割を担う場合の日当については認める。

	他の補助金等により同等の内容が実施できる場合当該補助金を優先活用することを検討する。



